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1.1 立地適正化計画策定の背景と目的 

我が国の都市における今後のまちづくりは、人口の急激な減少と高齢化を背景として、高齢者

や子育て世代が安心できる健康で快適な生活環境を実現することや、財政面及び経済面において、

持続可能な都市経営を可能とすることが大きな課題となっています。 

こうした中、医療・福祉施設や商業施設、住居等がまとまって立地することで、高齢者をはじ

めとする住民が、これらの生活利便施設等に公共交通でアクセスできるなど、福祉や交通等も含

めた都市全体の構造を見直し、『コンパクトシティ・プラス・ネットワーク』の考えでまちづく

りを進めていくことが重要とされ、こうした背景を踏まえ、行政と住民、民間事業者が一体とな

って、コンパクトなまちづくりに取り組んでいくことを目的として、2014（平成 26）年に改

正都市再生特別措置法が施行され、市町村による立地適正化計画の策定が新たに盛り込まれました。 

本市は、1889（明治 22）年の市制施行、1923（大正 12）年の都市計画法の適用以来、

戦災や自然災害を乗り越えて計画的なまちづくり、都市計画を進めてきました。 

本市には、豊かな自然・歴史・文化、戦災復興土地区画整理事業による市街地の基盤、臨海部

の産業用地等の先人が築き残してくれたまちづくりの資産が数多くあります。2007（平成19）

年に改訂した「かごしま都市マスタープラン」においては、人口の急増に対応して新たな市街地

を開発する都市づくりから、既にある都市機能を新たな需要に合わせて“つかいこなす”都市づ

くりへの転換が求められており、多様な都市機能が集約された、すべての人々にとって安心、快

適でクルマに過度に依存しない社会への誘導を図り、経済社会の成熟化と人口減少・超高齢化に

対応したコンパクトな市街地を形成する集約型都市構造の実現をめざす必要があるとしていま

す。 

そのため、人口減少・超高齢社会に対応したコンパクトなまちづくりの実現に向け、中心市街

地や地域生活拠点、団地や既存集落等の地域の核となる地区に、店舗等の生活利便施設を集約し、

高齢者をはじめ多くの人が、徒歩・自転車、公共交通機関により日常生活が可能となる徒歩生活

圏が形成されるよう、土地利用の誘導方針として、2012（平成2４）年3月に「鹿児島市集約

型都市構造に向けた土地利用ガイドプラン（副題：歩いて暮らせるまちづくりを目指して）」（以

下、「土地利用ガイドプラン」という。）を策定し、本ガイドプランに基づき、地域の拠点となる

地区に生活利便施設を集約するための施策に取り組んでいますが、これらの取組を加速させ、さ

らなるコンパクトなまちづくりを進めるため、「かごしまコンパクトなまちづくりプラン（立地

適正化計画）」を策定するものです。 

１．立地適正化計画の概要 

▲立地適正化計画策定の背景 
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1.2 立地適正化計画の制度概要 

(１) 計画の策定主体 

立地適正化計画は、住民に最も身近であり、まちづくりの中核的な担い手である市町村が

作成します。 

(２) 立地適正化計画の意義・役割 

①都市全体を見渡したマスタープラン 

立地適正化計画は、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざまな都市機能と、

都市全体を見渡したマスタープランとして機能する「かごしま都市マスタープラン」の高

度化版です。 

②都市交通と公共交通の一体化 

コンパクトなまちづくりと公共交通ネットワークとの連携により、「コンパクトシテ

ィ・プラス・ネットワーク」のまちづくりを進めます。 

③市街地空洞化防止のための選択肢 

居住や民間施設の立地を緩やかにコントロールできる、市街地空洞化防止のための選択

肢として活用することが可能です。 

④都市計画や民間施設の立地の促進の融合 

民間施設の立地を緩やかに誘導する仕組みにより、インフラ整備や土地利用規制等、従

来の制度と立地適正化計画との融合による新しいまちづくりが可能になります。 

⑤時間軸をもったアクションプラン 

概ね５年ごとに計画の達成状況について調査、分析、評価を行い、必要に応じて、適切

に立地適正化計画や関連する都市計画の見直しを行う等、時間軸をもったアクションプラ

ンとして運用することで効果的なまちづくりが可能になります。 

【線引きの場合】 【非線引きの場合】

▲立地適正化計画における区域等のイメージ 
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1.3 立地適正化計画に定める内容 

(１) 計画の区域 

都市計画区域全体を立地適正化計画の区域とすることが基本となります。複数の都市計

画区域がある場合、全ての都市計画区域を対象とします。 

(２) 計画の基本的方針 

計画により実現を目指すべき将来の都市像を示すとともに、計画の総合的な達成状況を

的確に把握できるよう、定量的な目標を設定します。 

(３) 居住誘導区域 

一定エリアにおいて人口密度を維持することにより、生活サービスやコミュニティが持

続的に確保されるよう居住を誘導すべき区域です。 

(４) 都市機能誘導区域 

医療、福祉、商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し集約することによ

り、これらの各種サービスの効率的な提供を図る区域です。 

(５) 誘導施設 

都市機能誘導区域ごとに立地を誘導すべき都市機能増進施設（誘導施設）を設定します。

具体的には、居住者の共同の福祉や利便性の向上を図る観点から、医療・社会福祉施設、

子育て支援施設、文化施設、スーパーマーケット等の商業施設等が想定されます。 

 （都市再生特別措置法第 81 条第 2項参照） 

立地適正化計画区域
＝都市計画区域

市街化区域等

居住誘導区域

都市機能誘導区域

病 院

駅

商 業

誘導施設の設定 

▲立地適正化計画における区域等の概念 
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1.4 立地適正化計画の位置付け 

立地適正化計画は、都市全体の観点から、居住機能や医療・福祉等の都市機能の立地、公共交

通の充実等に関する包括的なマスタープランとして策定する計画です。したがって、総合計画や

都市計画区域マスタープランといった上位計画に即した計画であるとともに、下記のとおり、多

様な分野の計画と連携が必要となります。

鹿児島市集約型都市構造に向けた 

土地利用ガイドプラン 

≪公共交通分野≫ 

・鹿児島市公共交通ビジョン 等 

≪住宅政策分野≫ 

・鹿児島県住生活基本計画 

等 

≪道路分野≫ 

・幹線道路整備事業  

第 7次計画 等 

≪中心市街地活性化分野≫ 

・第2期鹿児島市中心市街

地活性化基本計画 等 

≪子育て分野≫ 

・鹿児島市子ども・子育て

支援事業計画 等 

≪福祉分野≫ 

・鹿児島市地域福祉計画 

等 

≪農林水産分野≫ 

・鹿児島市農林水産業振興

プラン 等 

≪医療分野≫ 

・鹿児島県保健医療計画 

等 

≪財政分野≫ 

・鹿児島市公共施設等総合

管理計画 等 

≪防災≫ 

・鹿児島市地域防災計画 

等 

かごしまコンパクトなまちづくりプラン 
（立地適正化計画） 
都市ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝとの調和

かごしま都市マスタープラン

即す 

第５次鹿児島市

総合計画

即す 

調整・連携 

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

（都市計画区域マスタープラン）【県策定】鹿
児
島
市
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生

「
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」
及
び
「
総
合
戦
略
」

整合 

▲立地適正化計画の位置付け 
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1.5 立地適正化計画の区域 

本市は、2004（平成 16）年の合併に伴い、現在、線引きの都市計画区域である鹿児島都市

計画区域、非線引きの都市計画区域である吉田都市計画区域、松元都市計画区域、郡山都市計画

区域、喜入都市計画区域の５つの都市計画区域が併存しています。 

鹿児島県が、県下の都市計画区域ごとに定めている都市計画区域マスタープランの上位として

位置付け、基本となる都市づくりの考え方や都市計画のあり方等を示している「鹿児島県都市計

画基本方針」（平成21年 3月改定）において、「既存の線引き都市計画区域においては、区域区

分制度を維持するとともに、合併により同一市となった旧町においては非線引き都市計画区域を

当面は併存させることとしますが、合併後の市街化や人口の動向等を勘案し、今後、見直しを検

討する」とされました。 

これを受け、本市では、5年ごとに実施している都市計画基礎調査の解析の結果、合併により

同一市となった旧町域の４つの非線引き都市計画区域においては、開発行為等による著しい市街

化や人口増の変化は見られないことから、これまでどおり、鹿児島都市計画区域は区域区分制度

を維持しつつ、非線引き都市計画区域を併存することとしました。 

一方で、関連計画となる「土地利用ガイドプラン」において、市域全体で共通した考え方で土

地利用の方針を整理していることや、現状の公共交通体系においては鹿児島都市計画区域と周辺

地域がネットワークされていることなどから、本市の立地適正化計画は、５つの都市計画区域全

てを対象区域とします。 

吉田都市計画区域

松元都市
計画区域

郡山都市
計画区域

鹿児島都市計画区域

（線引き）

（非線引き）

（非線引き）

（非線引き）

（非線引き）

喜入都市計画区域

▲本市の都市計画区域 
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1.6 立地適正化計画の目標年次

「都市計画運用指針」（国土交通省）では、立地適正化計画においては、都市全体を見渡しな

がら居住や都市機能を誘導する区域を設定することとなるが、その検討にあたっては、将来像と

して、概ね20年後の都市の姿を展望することが考えられるとされています。 

一方、本市では、2015（平成 27）年 12 月に人口減少問題を克服するため、人口の将来展

望を示した「鹿児島市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン」（以下、「人口ビジョン」という。）

を策定し、2060（平成 72）年を長期的な目標とする将来人口が示されていますが、あわせて

2040（平成 52）年の将来人口も示されていることから、これを本計画の概ね 20 年後の展望

として目標年次に設定します。 

▲鹿児島市人口推計 

資料）鹿児島市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン 

本計画の目標年次 ： 2040（平成52）年 
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2.1 市勢 

（１）沿革 

 鹿児島の地名については、いろいろな説がありますが、国史に記されたのは約1200年前

からです。当時の鹿児島市は一寒村でしたが、今日のように発展した始まりは、1185年に

島津家の始祖忠久が薩摩、大隅、日向の守護職に任ぜられ、以後1341年第5代貞久が現市

街地北部の東福寺城（多賀山）を居城としたときからです。 

 その後、清水城、内城と変遷が続き、1602年第18代家久が鶴丸城を構築、以来江戸時代

を通じ第29代忠義までの267年間にわたり、島津77万石の居城となりました。この鶴丸城

の築城の際、城下町も併せて整備され、これが現在の中心市街地の都市的起源となっています。 

 1871（明治4）年の廃藩置県とともに県庁所在地となり、1889（明治22）年全国で最

初の市のひとつとして市制がしかれました。以来1911（明治44）年、1920（大正9）年、

1934（昭和9）年の隣接村編入により、市域面積は約80k㎡となりました。1944（昭和

19）年には人口約20万人の都市として大きく発展してきましたが、翌20年太平洋戦争によ

り市街地の93％を焼失しました。 

 しかし、いち早く戦災復興都市計画事業により、大規模な街づくりが始まり、1959（昭

和34）年にはほとんど同事業が完了しました。 

 また、1950（昭和25）年に伊敷・東桜島両村を編入、1967（昭和42）年には谷山市

と合併、2004（平成16）年11月1日には、吉田町、桜島町、喜入町、松元町及び郡山町

を編入して新しい鹿児島市が誕生、現在では人口約60万人の南九州における中核都市として

発展を続けています。 

（２）位置及び地勢 

本市は、九州の南端鹿児島県のほぼ中央部にあって、東経130°23′から130°43′、

北緯31°17′から31°45′に位置し、北は姶良市、西は日置市、南は指宿市等と接して

います。また、東は鹿児島湾（錦江湾）に面し、海を隔てた桜島を含んだ東西約33km、南

北約51kmの風光明媚な都市です。 

市街地は、鹿児島湾（錦江湾）に流入している甲突川、永田川等の中小河川により形成さ

れた小平野部にあり、その周辺は、海抜100mから300mの丘陵地帯（シラス台地）となっ

ています。 

 本市のシンボルとして知られている桜島（標高1,117m）は、市街地から約4kmの対岸に

ある活火山です。 

２．本市の現状とまちづくりの方向性 
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2.2 上位計画等の整理 

前章で示したように、立地適正化計画は都市全体の観点から、居住機能や医療・福祉等の都

市機能の立地、公共交通の充実等に関する包括的なマスタープランとして策定する計画である

ため、多様な分野の計画と連携が必要となります。特に関係性の深い計画についてその内容を

示します。 

（１）第 5次鹿児島市総合計画（平成 23 年度策定） 
 【計画の目的等】 

  本市の将来像と長期的なまちづくりの基本目標を明らかにし、その実現に向けた施策の基本

的方向性や体系を示した上で、市民と行政がともに考えともに行動する協働・連携のまちづく

りを進めていくためのもの。 

 【計画の区域・範囲】 

  鹿児島市全域 

 【計画の期間】 

  10 年間（平成24年度～平成33年度） 

 【計画の体系】 

  ・まち基盤政策 

    豊かな自然と多様な都市機能の集積が調和した、コンパクトな都市を実現するための取

組を推進するとともに、都市拠点の整備や良好な景観づくりを進めることにより、高質で

機能的な都市空間を形成します。 

    上下水道や生活道路等、市民の日常生活を支える都市基盤について、これまで整備して

きた社会資本の有効活用を図りながら、効果的な整備を推進し、生活しやすい住環境を創

出します。 

    広域的な交通ネットワークの機能強化や、市内の幹線道路網の整備、電車・バス・フェ

リー等、効率性の高い公共交通体系の構築により、便利で快適な交通環境を創造します。 
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（２）鹿児島市まち・ひと・しごと創生 総合戦略（平成 27 年 12 月策定） 
 【計画の目的等】 

  人口減少問題の克服等に向けた4つの基本的視点や人口の将来展望を示し、これらを踏まえ、

将来にわたって地域の活力を維持し、地方創生に積極的に対応していくための指針として、本

市の地方創生に向けた目標や基本的方向、主な施策を整理したもの。※以下、「総合戦略」と

いう。 

 【計画の区域・範囲】 

  鹿児島市全域 

 【計画の期間】 

  5 年間（平成27年度～平成31年度） 

 【計画の体系】 

  4．ひと・まちを多彩に「つなぐ」 

   都市のコンパクト化と交通ネットワークの形成や、ストックマネジメントの強化等により、

人口減少等を見据えた持続可能なまちづくりを進めるとともに、地域コミュニティの形成、

協働によるまちづくりに取り組み、市民一人ひとりが力を発揮し、互いに支え合う温もりの

ある地域社会を形成します。 

   また、移住希望者の多様なニーズに対応した支援に取り組み、本市への移住を促進するほ

か、国際交流の促進や、国内の都市との多様な交流・連携を進めます。 
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（３）鹿児島市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン（平成 27 年 12 月策定） 
 【計画の目的等】 

  将来にわたって地域の活力を維持できるよう、地方創生に積極的に対応していくために策定

した「鹿児島市まち・ひと・しごと創生総合戦略」における効果的な施策の企画立案にあたっ

ての重要な基礎となるもの。※以下、「人口ビジョン」という。 

 【計画の区域・範囲】 

  鹿児島市全域 

 【計画の期間】 

  - 

 【人口の将来展望】 
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（４）都市計画区域マスタープラン 
 【計画の目的等】 

  都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（都市計画区域マスタープラン）は、都市計画法

第６条の２に基づき、都市計画区域全域を対象として、県が一市町村を超える広域的見地から、

区域区分をはじめとした都市計画の基本的な方針を定めるもの（都市計画）であり、2004（平

成16）年に県下全ての都市計画区域において定めたもの。 

このマスタープランにおいては、概ね 20年後の都市の姿を展望し、長期的視点に立った都

市の将来像を明確にするとともにその実現に向けての大きな道筋を明らかにする、都市計画の

基本的な方向性を示すもの。 

 【計画の区域・範囲】 

  鹿児島県の各都市計画区域 

 【計画の概要】 

 ・鹿児島都市計画区域 

   鹿児島都市計画区域においては、人口減少・超高齢化に対応した集約型の都市構造の実現

を図る等の観点から「かごしまの魅力を再発見し、活かす都市づくり」「市民とともに手を

携えてつくる都市づくり」を基本理念としている。 
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 ・吉田都市計画区域 

   吉田都市計画区域においては、「心豊かで活力にみちたやすらぎのあるまち」を基本理念

として都市づくりを目指すこととしている。 

 ・喜入都市計画区域 

   喜入都市計画区域においては、「自然のゆとりとまちの魅力が共存する町“21世紀のふる

さと喜入”」を基本理念として、都市づくりを目指すこととしている。 
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 ・松元都市計画区域 

   松元都市計画区域においては、「みどりと心のオアシスまつもと」を基本理念として、都

市づくりを目指すこととしている。 

 ・郡山都市計画区域 

   郡山都市計画区域においては、「まちがうるおいに満ちあふれ、人々がやすらぎを感じる

郡山」を基本理念として、都市づくりを目指すこととしている。 
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（５）かごしま都市マスタープラン（平成 19 年 3 月改訂） 
 【計画の目的等】 

  2001（平成 13）年に策定した「かごしま都市マスタープラン」に対して、2005（平成

17）年 10 月に改定した第四次鹿児島市総合計画基本計画との整合を図るとともに、2004

（平成16）年の合併に伴い新たに加わった5地域における地域別構想等の策定や都市計画を

取り巻く状況の変化を踏まえたもの。 

 【計画の区域・範囲】 

  鹿児島市の都市計画区域 

 【計画の期間】 

  20 年間（平成13年度～平成33年度） 

 【計画の体系】 

② 都市づくりの基本理念 

   ・かごしまの魅力を再発見し、活かす都市づくり 

   ・市民とともに手を携えてつくる 都市づくり 

③ 都市づくりの基本目標 

   ・「素顔の街 かごしま」を伸ばす都市づくり 

   ・「人にやさしい街 かごしま」をめざす都市づくり 

   ・「地球環境と共生できる街 かごしま」をめざす都市づくり 

① 都市計画の目指す将来像 
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（６）鹿児島市集約型都市構造に向けた土地利用ガイドプラン（平成 24 年 3 月策定） 
 【計画の目的等】 

  “高齢者をはじめ多くの人が歩いて暮らせるまちづくり（＝集約型都市構造）”の実現に向

け、「鹿児島市総合計画」や「かごしま都市マスタープラン」に基づき、都市の生活・活動・

交流の場となる中心市街地、地域生活拠点、団地、既存集落等の核となる地区に、店舗等の生

活利便施設が集約されるよう、土地利用の誘導方針として策定。 

 【計画の区域・範囲】 

  鹿児島市全域 

 【計画の期間】 

  - 

 【計画の体系】 

  （ガイドプランの役割・内容） 

  （ガイドプランの目標） 

17



  （集約型都市構造の考え方） 
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  （拠点の位置） 
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（ゾーニング図） 
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▼ゾーン別のまちづくりの方向性と店舗規模の上限 
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2.3 市全体の現状 

（１）人口 

  ①将来人口動向 
    本市の人口は、2015（平成27）年から約25年後の2040（平成52）年には約8

万人減少する見込みです。 

    65歳以上人口が大幅に増加（約3万人増加）し、経済活動を支える15～64歳人口が

大きく減少（約9万人減少）することが予想されます。 

資料）国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所（平成25年3月推計）

高齢者の増加

生産年齢人口の減少

▲鹿児島市の将来人口動向 

年少

人口

生産

年齢

人口

老年

人口
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②人口集中地区人口の推移・現況 
本市の人口集中地区は、1975（昭和50）年時点で42.6㎢だったのに対して、1980

（昭和55）年に大幅に拡大し、その後は微増の状況です。1980（昭和55）年以降は、人

口密度は約65人/ha前後で推移しています。 

※人口集中地区・・・『人口密度が 40人/ha 以上の国勢調査の基本単位区が集合し、合計人口が 

5,000 人以上となる地域のことで、DID 地区ともいう。』 

③団地別人口の推移・現況及び高齢化率の現況 
市内の主要な団地の中で、高齢化率が30％を超える団地（平成22年国勢調査時点）が

6団地あります。また、それらの団地は10年前からの人口減少も見受けられます。 

▼高齢化率の高い団地の概要 

団地

面積 ①人口 ②高齢化率 ③世帯数

(ha) H12 H22 増減 H22 H22 H12 H22 増減
(人) (人) (％) (人) (％) (世帯) (世帯) (％)

伊敷団地 101.5 8,586 7,691 △10.4 2,706 35.2 3,511 3,557 1.3

千年団地 43.3 3,039 2,806 △7.7 915 32.6 1,176 1,247 6.0

岡之原
団地

10.1 1,036 927 △10.5 290 31.3 385 396 2.9

大明丘
団地

32.0 3,071 2,496 △18.7 844 33.8 1,290 1,170 △9.3

坂元団地 15.2 1,871 1,615 △13.7 525 32.5 758 756 △0.3

城山団地 46.3 3,719 3,433 △7.7 1,077 31.4 1,662 1,646 △1.0

資料）鹿児島市資料

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

人口集中地区面積 人口集中地区人口密度( ) (人/ha)

▲鹿児島市の人口集中地区の面積及び人口密度の推移 

資料）国勢調査 ▲人口集中地区の変遷 

資料）都市計画基礎調査

昭和50年ＤＩＤ

平成22年ＤＩＤ

都市計画区域
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④地区別人口分布 

人口は中心市街地に概ね集中し、郊外部に高齢化率の高いところが集中しています。 

（２）土地利用 

①土地利用の推移・現状 
市街地（建物用地）は、1976（昭和51）年から、2009（平成21）年の約30年間

で人口増加にあわせて、拡大しています。 

▲地区別人口総数 

（100m メッシュ人口） 

▲地区別高齢者（65歳以上）人口割合 

（100m メッシュ高齢化率） 

資料）平成22年 国勢調査 地域統計メッシュを加工して作成

資料）国土数値情報

田 
その他の農地 
森林 
荒地 
建物用地 
道路 
鉄道 
その他の用地 
河川及び湖沼 
海浜 
海水域 
ゴルフ場 

【平成21年】【昭和51年】

▲土地利用 3次メッシュ 
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190,020 200,660 221,770 227,640 
264,800 268,140 

218,060 
230,860 

247,980 255,860 

305,850 312,200 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

S63 H5 H10 H15 H20 H25

世帯数 住宅総数

(世帯数、住宅総数)

189,290 201,450 220,310 226,660 
262,720 267,190 

26,580 
27,610 

23,820 
27,650 

41,540 
43,320 

12.2% 12.0%
9.6%

10.8%

13.6% 13.9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

S63 H5 H10 H15 H20 H25

居住世帯のある住宅 空き家(総数) その他 空き家率

(住宅総数)

②空家 

世帯数の増加にあわせて住宅数が増加していますが、住宅総数の増加が世帯数増加よりも

やや顕著でありその差が広がっています。1998（平成10）年から空き家率、空き家数と

もに増加傾向にあり、今後の人口減少に伴い、さらに空き家が増加する可能性があります。 

③開発動向（建築確認申請） 
建築確認申請は一時的な減少が見られますが近年増加してきています。市街化区域内への

立地が中心ですが一部縁辺部や沿岸部で建築が多く見受けられます。 

▲世帯数と住宅数の推移 ▲住宅数の内訳（空き家の推移） 

資料）住宅・土地統計調査、鹿児島市統計書

※空き家率＝空き家（総数）／住宅総数

資料）鹿児島市都市計画基礎調査

▲建築確認申請箇所（平成 20～24年） 

▲建築確認申請面積（平成 20～24年） 
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 （３）公共交通 

  ①公共交通網 

   鹿児島市の都市計画区域の公共交通網は、JR在来線に加え、市街地を市電が運行してい

るとともに、鉄軌道がカバーされていない地域においては路線バスやコミュニティバス（あ

いばす等）が運行しています。 

   また、桜島及び大隅半島を結ぶフェリーが運航しています。 

※鹿児島市では、吉野・谷山・喜入・ 

 伊敷東部・伊敷西部・谷山北部・ 

 谷山南部・吉田・松元・郡山・錫山の 

 11 地域でコミュニティバス（あいばす等） 

 を運行。 

資料）国土数値情報

新幹線

市 電

都市計画区域

路線バス

在来線

フェリー

▲公共交通網 
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  ②バス路線網 

   路線バスは、鹿児島市交通局を含め５事業者で運行しており、主に北部地域を南国交通、

鹿児島交通（旧 いわさきバスネットワーク）、三州自動車（旧 大隅交通ネットワーク）、JR

九州バス、西部地域を南国交通、鹿児島交通、南部地域を鹿児島交通が担っており、中心市

街地等と各団地を結ぶ路線を鹿児島市交通局等が運行している状況です。 

資料）公益社団法人鹿児島県バス協会（平成23年4月発行）

▲バス路線網 
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  ③公共交通網と拠点の関係 

   土地利用ガイドプランで位置付けられている拠点においては、中心市街地・副都心と地域

生活拠点は鉄軌道及び路線バスで結ばれており、中心市街地や地域生活拠点と団地核・集落

核は路線バス等で結ばれている状況です。 

▲公共交通網と土地利用ガイドプランの拠点 
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  ④路線バスの運行本数 
   路線バスの運行本数は、団地核周辺では100本/日以上の本数が確保されているが、郊外

部の地域生活拠点と集落核を結ぶ路線は本数が50本/日未満の状況です。 

  ⑤路線バス輸送人員等の推移及びバス交通等に係る負担状況 
   路線バスの総走行キロは過去5年においても約3%減少しており、輸送人員は約6%減少

している状況です。 

鹿児島市が日常生活の交通手段確保を目的に実施しているバス交通等の維持・確保に対す

る負担額は年間約1億8千万円となっています。 

資料）九州のバス時刻表ホームページ（平成27.10.1 現在）

97.5

94.0

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

99.0

100.0

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

99.0

100.0

H22 H23 H24 H25 H26

総走行キロ 総輸送人員(%) (%)

バス運行対策費補助金

（民営4事業者）

東白浜～黒神口間バス運行負担金

（市交通局）

廃止バス路線対策事業

（民営2事業者）

公共交通不便地対策事業

（民営5事業者）

▲鹿児島市のバス交通等維持・確保の負担状況（平成 26年） 

資料）鹿児島市ホームページ資料）鹿児島市交通局、南国交通㈱、 

JR九州バス㈱の3社分データ 

※鹿児島市内を起終点とする路線に加え、 

鹿児島市を経由する路線を対象

▲路線バスの運行本数 

▲路線バス輸送人員等の推移（平成 22年=100）
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  ⑥通勤通学時の利用交通手段の特性 

   通勤通学時の利用交通手段は全体的に自家用車の分担率が高くなっていますが、中心市街

地から南部方面の市電沿線や市西部、市南部の鉄道沿線では、鉄道・電車の分担率が比較的

高い状況です。 

一方で、市北部や市街地縁辺部の団地等ではバスの分担率が高い状況です。 

資料）平成22年 国勢調査、地域統計メッシュを加工して作成

▲通勤通学時の利用交通手段 

【鉄道・電車】 【バス】 【自家用車】

都市計画区域 都市計画区域 都市計画区域
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（４）都市機能 

①施設等（施設区分ごと）の人口カバー状況 
〇現状の人口分布に対する施設立地状況を評価することが将来都市構造を検討する上で

重要です。 

〇医療・福祉・商業等の日常生活サービス施設は、一定の人口密度に支えられて立地して

きた状況であり、人口減少に伴う人口密度の低下は、これらの日常サービスが成立しな

くなる可能性があり、これに伴う撤退等が懸念されます。 

〇その他の都市施設についても、同様に施設立地状況を把握し、現在の都市構造を分析す

る必要があります。 

▼都市機能の施設区分と施設内容 

施設区分 施 設

①-1 病院 ベッド数が 20床以上の医療機関 

①-2 病院・診療所 ベッド数が 20床未満の医療機関も含む 

①-3 歯科診療所 ベッド数が 20床未満の医療機関で診療項目に歯科をあげる施設 

①-4 調剤薬局 処方箋などに対応できる薬局（ドラッグストアのみのものは含まない） 

①-5 障害者福祉施設 入所施設、ショートステイ施設、就労支援施設等 

①-6 高齢者向け福祉施設 通所介護施設、老人ホーム、グループホーム等（訪問介護事業所を除く） 

①-7 児童福祉施設等 保育所、認定こども園、児童クラブ等 

①-8 幼稚園・小学校 公立、私立含む 

①-9 図書館・博物館・美術館 公立、私立含む、図書館には公民館図書室を含む 

①-10 商業施設 スーパーマーケット、大規模小売店（1,000 ㎡以上） 

①-11 金融施設 銀行、信用金庫、信用組合、郵便局等 

①-12 バス停 路線バス、コミュニティバス（あいばす）バス停留所 

※人口カバー率

・各施設から半径500m（徒歩圏）に人口の何割が居住しているかを示す比率

人口カバー率 ＝ 
各施設から半径 500m（徒歩圏）に居住している人口

対象地区の人口総数

※各施設から半径 500m 圏（徒歩圏）を基本に、平成 22年国勢調査 500m メッシュを基に 

作成した 100m メッシュより算出。 

※メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計。 

施設立地状況と人口密度との関係を図化して、それを人口カバー率※として評価 
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①-1 医療施設：病院 
医療施設（病院）は、市街地部に集中立地して

いますが、市街地部においてもカバーされていな

い地域が多い状況です。郊外部では病院の立地は

少なく、市街化区域又は用途地域外での立地も見

られます。 

①-2 医療施設：病院・診療所 
医療施設（病院・診療所）は、市街地部に集中

立地するとともに、市全域に分散立地しており、

人口カバーが高く、市街化区域及び用途地域内は

概ねカバーされている状況です。 

①-3 医療施設：歯科診療所
医療施設（歯科診療所）は、市街地部に集中立

地するとともに、市全域に分散立地しており、人

口カバーが高い状況です。喜入地域、桜島地域で

カバー率が低い状況です。 

①-4 医療施設：調剤薬局
医療施設（調剤薬局）は、市街地部に集中立地す

るとともに、その他用途地域内に立地しており、

旧鹿児島市以外ではカバー率が低い状況です。 

○施設から 500m 圏域 

人口カバー率 38.1% 

資料）鹿児島市資料 資料）鹿児島市資料

○施設から 500m 圏域 

人口カバー率 81.6% 

資料）鹿児島市資料

○施設から 500m 圏域 

人口カバー率 81.8% 

資料）鹿児島市資料

○施設から 500m 圏域 

人口カバー率 70.0% 

▲病院からの圏域と人口密度 ▲病院と診療所からの圏域と人口密度 

▲歯科診療所からの圏域と人口密度 ▲調剤薬局からの圏域と人口密度 
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①-5 社会福祉施設：障害者福祉施設
障害者福祉施設は、鹿児島都市計画区域の市街

化区域内外いずれにも点在しています。鹿児島都

市計画区域外では施設立地はわずかです。 

①-6 社会福祉施設：高齢者向け福祉施設
高齢者向け福祉施設は、人口密度が高い地域では

概ねカバーされている状況であり、人口カバー率

も80%以上と他の施設と比較して高い状況です。 

①-7 社会福祉施設：児童福祉施設等 
児童福祉施設等は、人口密度が高い地域では概

ねカバーされている状況であり、人口カバー率も

比較的高い状況です。 

①-8 教育文化施設：幼稚園・小学校 
教育文化施設は、人口密度が高い地区は概ねカ

バーされています。郊外部では分散立地している

状況です。 

人口カバー率 83.7% 

○施設から 500m 圏域 

資料）鹿児島市資料

人口カバー率 19.7% 

資料）鹿児島市資料

○施設から 500m 圏域 

○施設から 500m 圏域 

資料）鹿児島市資料 資料）鹿児島市資料

○施設から 500m 圏域 

人口カバー率 66.3% 人口カバー率 73.8% 

▲障害者福祉施設からの圏域と人口密度 ▲高齢者向け福祉施設からの圏域と人口密度

▲児童福祉施設等からの圏域と人口密度 ▲幼稚園・小学校からの圏域と人口密度 
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資料）かごしま i マップ、国土数値情報

①-10 商業施設
商業施設は、市街地部に集中立地しており、人

口密度が高い地域では概ねカバーされている状

況です。郊外部では施設が点在しており、未カバ

ーの地域が多く存在しています。 

①-9 図書館・博物館・美術館
図書館・博物館・美術館は、市全体でも立地は

少ないですが、各地域の公民館に図書館が設置さ

れています。 

①-11 金融施設
金融施設は、市街地部に集中立地しており、人

口密度が高い地域では概ねカバーされている状

況であるとともに、郊外部においても各地域に点

在して立地している状況です。 

①-12 公共交通：バス停
公共交通（バス停）は、コミュニティバス（あ

いばす）も運行していることから市全域をほぼカ

バーしている状況であり、市街地部ではバス停密

度も非常に高い状況です。ただし、郊外部につい

ては運行本数が少ない状況です。 

○施設から 500m 圏域 

人口カバー率 12.1% 

資料）i タウンページ、全国大型小売店総覧

人口カバー率 66.3% 

○施設から 500m 圏域 

人口カバー率 74.7% 

資料）i タウンページ

○施設から 500m 圏域 

人口カバー率 99.6% 

○施設から 500m 圏域 

資料）鹿児島市資料

路線バス 

バス停 

▲図書館等からの圏域と人口密度 ▲商業施設からの圏域と人口密度 

▲金融施設からの圏域と人口密度 ▲バス停からの圏域と人口密度 
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▲大規模小売店出店の推移 

②施設等の人口カバー状況 
主要施設の人口カバー状況は、高齢者向け福祉施設、病院（診療所含む）及び歯科診療所

でも80%以上と高いです。 

その他、バス停に関しては約100%と市全体の人口を概ねカバーできている状況です。 

（※ただし、サービス水準と関係があることを示したものではありません） 

（５）経済活動 
小売・卸売販売額、事業所数、従業員数ともに減少傾向にあります。郊外部への大規模小

売店の進出が見受けられます。 

資料）全国大型卸売店総覧

▲小売・卸売販売額の推移 ▲小売・卸売業 事業所数 従業員数の推移 

資料）都市計画基礎調査

市内大規模小売店の

36.1％が直近 5年に立地 

そのうち郊外部が26店舗 

▲施設等の人口カバー率 
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（６）地価 
市街化区域は面積の占める割合は少ないものの、多くの税収があげられています。しかし、

市街化区域の平均地価は年々下落しています。 

▲地価の推移（価格）                  ▲地価の推移（指数） 
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資料）地価公示と都道府県地価調査の平均地価

▲区域の面積と固定資産の関係（平成 27年） 

資料）鹿児島市資料 
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（７）災害（急傾斜地崩壊危険区域） 
現在の居住区域にもがけ崩れのおそれのある区域が存在しています。 

資料）都市計画基礎調査 
▲急傾斜地崩壊危険区域 

急傾斜地崩壊危険区域

37



（８）財政 

①扶助費の状況・予測 
歳出総額は横ばい傾向にあり、社会保障費などの扶助費は大きく増加すると予測されます。

今後ますます医療や福祉に係るウェイトが大きくなります。 

  ②公共施設の維持・更新費 
今後40年間は平均で年間約550億円の維持・更新費が必要となり、現在の実績値より

も約210億円の経費増が見込まれます。 

扶助費の増

扶助費

歳出総額

▲歳出と扶助費の推移と予測 

資料）第5次鹿児島市総合計画

資料）鹿児島市公共施設等総合管理計画 平成28年３月 

▲公共施設の維持・更新費 
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  ③歳入・歳出 
合併により歳入総額は増えていますが、自主財源の比率が低下しています。福祉に関連す

る民生費の占める割合が増加しています。 

  ④歳入・歳出 （市民税） 
市民税（個人）の推移は概ね納税義務者の推移に比例しており、将来は生産年齢人口の減

少に伴い、市民税の減少が予想されます。 ※2006（平成18）年より合併後の市民税 

0
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個人市民税の推移

納税義務者数 市民税（課税分）

▲歳出【平成 25年】 

民生費, 
356億円, 

21%

土木費, 
451億円, 

27%
公債費, 

172億円, 
10%

衛生費, 98
億円, 6%

教育費, 
208億円, 

12%

総務費, 
170億円, 

10%

その他, 
246億円, 

14%

歳出総額

1,701億円

民生費, 
977億円, 

41%

土木費, 
339億円, 

14%

公債費, 
277億円, 

12%

衛生費, 
139億円, 

6%

教育費, 64
億円, 3%

総務費, 
263億円, 

11%

その他, 
295億円, 

13%

歳出総額

2,354億円

資料）鹿児島市資料

▲財源別歳入【平成 6年】 ▲財源別歳入【平成 25年】 

▲歳出【平成 6年】 

将来の人口減少に伴い納税義務

者が減少。これに応じて市民税

も減少することが予想される。

（※平成 52の点線はイメージ

として示したもの） 

（人） （億円） 

資料）鹿児島市資料

▲納税義務者数と市民税の推移 
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2.4 本市の課題とまちづくりの方向性 

整理・分析した現状に対して、上位関連計画や人口等の将来動向を踏まえ、本市におけるま

ちづくりの課題について整理し、これらを踏まえて、「かごしまコンパクトなまちづくりプラン」

のまちづくりの方向性を以下のように定めます。 
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2.5 地域別（都市計画区域ごと）の現状

（１）人口推移（地域別） 

  ①鹿児島地域・桜島地域 
鹿児島地域の人口は、増加傾向ですが、高齢化率の上昇が見受けられます。 

桜島地域は、人口減少が顕著で、高齢化率も年々上昇しており、現状、40％以上と非常に

高い状況です。

  ②吉田地域・松元地域 
吉田地域は人口減少が見受けられ、高齢化率も年々上昇しています。 

松元地域は人口が増加していますが、近年の増加率は縮小傾向にあり、高齢化率は比較的

低いものの上昇傾向となっています。 

▲旧市町の人口動向 

資料）鹿児島市住民基本台帳（各年3月末時点）

▲旧市町の人口動向 

資料）鹿児島市住民基本台帳（各年3月末時点）
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③郡山地域・喜入地域 
郡山地域、喜入地域ともに人口減少が顕著であり、高齢化率も年々上昇しています。 

④市域全域 
鹿児島地域以外では松元地域の人口増加が顕著である一方、その他の地域は人口が減少し

ています。桜島地域は人口減少が著しい状況です。 

資料）鹿児島市住民基本台帳（各年3月末時点）

資料）鹿児島市住民基本台帳（各年3月末時点）

▲旧市町の人口動向 

▲旧市町の人口動向 
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（２）人口推移（都市計画区域ごと）

都市計画区域別にみると、鹿児島都市計画区域内の人口が7万5千人と一番多く減少しま

す。また、増減率では鹿児島市全体の増減率に比べ、吉田、喜入、郡山都市計画区域は低く

なっています。 

  ①鹿児島市域全域・鹿児島都市計画区域 
鹿児島都市計画区域は、市街化区域内の人口が微増しています。一方、市街化調整区域内

の人口及び人口密度が増加する傾向です。 

▲鹿児島市の将来人口動向（都市計画区域別） 

資料）国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所（平成25年3月推計）から算出

▲人口と人口密度の推移（都市計画区域別） 

資料）都市計画基礎調査

約-85,000 約-75,000

約-1,000

約-3,000

約-1,000

約-2,000

可住面積の変更による 

人口密度の増加 
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②吉田都市計画区域・松元都市計画区域 
吉田地域は用途地域内人口密度は高いですが、都市計画区域内の人口に占める割合は低い

状況です。 

松元地域は用途地域内の人口、人口密度が年々増加しており、半数以上の人が用途地域内

に居住しています。 

  ③郡山都市計画区域・喜入都市計画区域 
郡山地域は、用途地域内の人口の割合は低く、人口密度もさほど高くない状況です。 

喜入地域は、用途地域が指定されておらず、都市計画区域内の人口密度は低い状況です。 

資料）都市計画基礎調査

▲人口と人口密度の推移（都市計画区域別） 

資料）都市計画基礎調査

▲人口と人口密度の推移（都市計画区域別） 
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 （３）地域別（都市計画区域ごと）人口 

資料）国勢調査 地域統計メッシュを加工して作成 

▲100m メッシュ人口 

【鹿児島都市計画区域】 

市街化区域内に人口が集中して

います。 

【喜入都市計画区域】 

沿岸部に比較的人口が集中して

います。 

【松元都市計画区域】 

用途地域内に人口が集中して

います。 

【吉田都市計画区域】 

用途地域内に人口が集中しています。 

用途地域外にも人口が集中している地域が

あります。 

【郡山都市計画区域】 

用途地域外に比較的人口が集中してい

る地域があります。 

都市計画区域 

市街化区域・用途地域 
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（４）土地利用 

人口の状況と比例して市街地（建物用地）が広がっています。 

田
その他の農地
森林
荒地
建物用地
道路
鉄道
その他の用地
河川及び湖沼
海浜
海水域
ゴルフ場

資料）国土数値情報

【平成21年】 

▲土地利用 3次メッシュ 

都市計画区域 

市街化区域・用途地域 
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 （５）都市機能施設等の人口カバー状況 

①都市計画区域ごと 

人口が集中している人口集中地区や鹿児島都市計画区域の人口カバー率が高く、一方で非

線引き都市計画区域のカバー率は一部の施設を除いては 50％以下となっています。バス停

は全ての地域で高いです。 

  ②DID 地区 
全ての施設において本市全体の人口カバー率よりも高い状況であり、施設が集積されてい

ると言えます。病院、障害者福祉施設、図書館・博物館・美術館のカバー率は市の状況と同

様に低いです。 

※各施設から半径500m圏（徒歩圏）を基本に、平成22年国勢調査500mメッシュを基に作成した100mメッシュより算出。 
※メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計。 
※分母は各区域ごとの人口。 

※各施設から半径500m圏（徒歩圏）を基本に、平成22年国勢調査500mメッシュを基に作成した100mメッシュより算出。 
※メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計。 
※カバー率の算出に用いるDID地区の人口（メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計）。 

▲都市機能施設等の人口カバー状況（地区別） 

▲都市機能施設等の人口カバー状況（ＤＩＤ地区） 

●市全域の人口カバー率 
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  ③鹿児島都市計画区域 

全ての施設において、本市全体の人口カバー率よりも高い状況であり、施設が集積されて

いると言えます。病院、障害者福祉施設、図書館・博物館・美術館のカバー率は市の状況と

同様に低くなっています。 

  ④吉田都市計画区域 
高齢者向け福祉施設及び金融施設のカバー率が比較的高いものの、それ以外の施設につい

ては、人口カバー率が50%を割り込んでいる施設が多い状況です。 

また、公民館図書室が、都市計画区域外にあるものの、本区域内には図書館・博物館・美

術館はありません。 

※各施設から半径500m圏（徒歩圏）を基本に、平成22年国勢調査500mメッシュを基に作成した100mメッシュより算出。 
※メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計。 
※カバー率の算出に用いる分母は吉田都市計画区域の人口（メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計）。 

※各施設から半径500m圏（徒歩圏）を基本に、平成22年国勢調査500mメッシュを基に作成した100mメッシュより算出。 
※メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計。 
※カバー率の算出に用いる分母は鹿児島都市計画区域の人口（メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計）。 

●市全域の人口カバー率

▲都市機能施設等の人口カバー状況（鹿児島都市計画区域） 

▲都市機能施設等の人口カバー状況（吉田都市計画区域） 

●市全域の人口カバー率
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  ⑤松元都市計画区域 

バス停を除くすべての施設において人口カバー率が50%を割り込んでおり、病院は無く、

年少人口が増加している区域でありながら、児童福祉施設等や幼稚園・小学校の人口カバー

率が他区域に比べ低いという状況です。 

  ⑥郡山都市計画区域 

バス停を除くすべての施設において人口カバー率が50%を割り込んでおり、病院は無く、

診療所は有るものの、人口カバー率が30%程度と高くない状況です。 

※各施設から半径500m圏（徒歩圏）を基本に、平成22年国勢調査500mメッシュを基に作成した100mメッシュより算出。 
※メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計。 
※カバー率の算出に用いる分母は松元都市計画区域の人口（メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計）。 

※各施設から半径500m圏（徒歩圏）を基本に、平成22年国勢調査500mメッシュを基に作成した100mメッシュより算出。 
※メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計。 
※カバー率の算出に用いる分母は郡山都市計画区域の人口（メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計）。 

▲都市機能施設等の人口カバー状況（松元都市計画区域） 

▲都市機能施設等の人口カバー状況（郡山都市計画区域） 

●市全域の人口カバー率

●市全域の人口カバー率 
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  ⑦喜入都市計画区域 

人口カバー率が50%を割り込んでいる施設が多く、病院は無い状況です。 

※各施設から半径500m圏（徒歩圏）を基本に、平成22年国勢調査500mメッシュを基に作成した100mメッシュより算出。 
※メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計。 
※カバー率の算出に用いる分母は喜入都市計画区域の人口（メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計）。 

▲都市機能施設等の人口カバー状況（喜入都市計画区域） 

●市全域の人口カバー率 
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2.6 地域別（都市計画区域ごと）の課題とまちづくりの基本的方針 

整理・分析した現状に対して、地域別のまちづくりの課題について整理し、これらと全市の

まちづくりの方向性を踏まえて、「かごしまコンパクトなまちづくりプラン」の地域別のまちづ

くりの基本的方針を以下のように定めます。 
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3.1 居住誘導区域の設定方針 

3.2 鹿児島都市計画区域の設定 

（１）居住誘導区域の考え方 

□設定根拠 

３．居住誘導区域 

■居住誘導区域の設定方針 
①将来的に人口密度を維持していく区域⇒市街化区域、用途地域、人口集中地区等（工業専
用地域等の住宅の建築が制限されている区域や農用地区域等は除外） 

②生活利便性が確保される（医療、福祉、商業等の都市機能が集積する）区域

③災害に対する安全性が確保され居住に適している区域 
⇒土砂災害警戒区域（急傾斜地・土石流）等の区域のうち、災害等の危険が想定される区
域は除外 

④市街化区域及び非線引き都市計画区域の用途地域内で現状が山林となっている箇所は原
則除外 

■鹿児島都市計画区域 

②生活利便性が確保される（医療、福祉、商業等の都市機能が集積する）区域 

公共交通沿線（駅、バス停から500m圏域）と設定 

バスについては、一定の水準を設定 

⇒ 日片道 30本以上又はピーク時3本以上の路線

※「都市構造の評価に関するハンドブック(国土交通省都市局)」の『基幹的公共交通路線』をふまえ日片道 30 本以

上の頻度(概ねピーク時片道 3本以上に相当)と設定 

割合 

施設 99.7％

人口 98.2％
※沿線の施設数はバス停から 500m 圏域内にある施設数で医療（病院、診療所）、調剤薬局、商業施設、福祉施設、

教育文化施設、幼稚園・小学校、図書館・博物館・美術館等の施設数 

※人口は国勢調査 500m メッシュより整理 

※分母は市街化区域 

①将来的に人口密度を維持していく区域⇒市街化区域、用途地域、人口集中地区等（工業専用
地域等の住宅の建築が制限されている区域や農用地区域等は除外） 

②生活利便性が確保される（医療、福祉、商業等の都市機能が集積する）区域

③災害に対する安全性が確保され居住に適している区域 
⇒土砂災害警戒区域（急傾斜地・土石流）等の区域のうち、災害等の危険が想定される区域
は除外 

④市街化区域及び非線引き都市計画区域の用途地域内で現状が山林となっている箇所は原則除外

▼公共交通沿線の施設・人口集積状況（市街化区域内）
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①将来的に人口密度を維持していく区域の設定

▲100mメッシュ人口 

資料）国勢調査 地域統計メッシュを加工して作成 

市街化区域の人口密度は 60.8 人/ha と高

い。面積は都市計画区域面積の 3 割程度で

あるが人口は9割以上を占めている。

▲人口と面積の関係（平成 22年） 

資料）都市計画基礎調査 

市街化区域内の人口は増加する一方、人口密

度は低下してきており、市街化調整区域の人

口も増えてきている。今後の人口減少に対し

ては、人口を市街化区域内に留め、現状の人

口密度を維持する必要がある。

▲人口と人口密度の推移  

資料）都市計画基礎調査 

本市の市街化区域の人口密度は、同じ面積規模の市街化区域を有する他都市の人口密度と比較すると、
首都圏を除き最も高い。(工業専用地域を除く) 

▲参考 鹿児島都市計画区域の市街化区域と同規模の市街化区域の人口密度（都市計画区域別） 

※ただし、工業専用地域は除く         資料）都市計画現況調査（平成26年）

市街化区域の人口密度が高くコンパクトなまちが形成されている

都市計画区域 

市街化区域 

人口

人口密度
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②生活利便性が確保される（医療、福祉、商業等の都市機能が集積する）区域の設定

市街化区域を居住誘導区域の基本区域とする

市街化区域の概ねの範囲が一定水準の公共交通沿線にある。

公共交通沿線（駅、バス停

から500m圏域）（バスは

日片道30本以上）

公共交通沿線（バス停から

500m圏域） 

（ピーク時3本以上）

都市計画区域 

市街化区域 

▲駅、バス停（日片道 30本以上又はピーク時 3本以上）から 500m 圏域
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（２）居住誘導区域から除外する区域 
居住誘導区域の設定方針に基づく、居住に不相応な区域（法令にそぐわない、災害の危険性

が高いエリア等）は下表のとおりとなり、その中から居住誘導区域から除外する区域を設定します。 
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  前表に基づき、居住誘導区域から除外する区域は下図のとおりとなります。 
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（３）居住誘導区域の設定

  これまで整理した結果等を踏まえ、鹿児島都市計画区域における居住誘導区域は下図のとおり

となります。 

▲居住誘導区域（鹿児島都市計画区域）
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3.3 吉田・松元・郡山・喜入都市計画区域の設定 

（１）都市計画の状況確認 

都市計画区域外

▲郡山都市計画区域 

▲松元都市計画区域 

▲喜入都市計画区域 

▲吉田都市計画区域 

・喜入都市計画区域を除く各都市計画区域では、住環境の保護や土地利用の混在を避けるために

用途地域を指定しています。 

・吉田、松元、喜入都市計画区域の用途地域が指定されていない区域において、良好な環境の形

成又は保持のために特定用途制限地域を指定しています。 

・土地利用ガイドプランにおいて、地域生活拠点、団地核、集落核を設定しています。 
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（２）居住誘導区域の考え方 

①将来的に人口密度を維持していく区域 
①-1 用途地域の人口等

いずれの区域も用途地域内の人口密度が用途地域外と比較すると高く、一定の人口集積が

確認できるため、居住誘導区域の基本区域とします。 

■居住誘導区域の設定方針 
①将来的に人口密度を維持していく区域⇒市街化区域、用途地域、人口集中地区等（工業専用地域
等の住宅の建築が制限されている区域や農用地区域等は除外） 

②生活利便性が確保される（医療、福祉、商業等の都市機能が集積する）区域 

③災害に対する安全性が確保され居住に適している区域 
⇒土砂災害警戒区域（急傾斜地・土石流）等の区域のうち、災害等の危険が想定される区域は除外 

④市街化区域及び非線引き都市計画区域の用途地域内で現状が山林となっている箇所は原則除外

■吉田都市計画区域、松元都市計画区域、郡山都市計画区域、喜入都市計画区域 

①将来的に人口密度を維持していく区域 

⇒用途地域、特定用途制限地域、土地利用ガイドプランの集落核を基本に設定

②生活利便性が確保される（医療、福祉、商業等の都市機能が集積する）区域 

・都市機能誘導区域（土地利用ガイドプランの地域生活拠点、団地核）の周辺等 

⇒公共交通沿線（駅、バス停から500m圏域）と設定 

※鹿児島都市計画区域と状況が異なるため水準は設定しない 

▲都市計画区域別 用途地域内外の状況（人口、人口密度、面積）  

資料）都市計画基礎調査 
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①-2 特定用途制限地域の人口等

平成22年の国勢調査の調査区データ※１によると、用途地域のほか、特定用途制限地域を指

定している区域のうち土地利用ガイドプランで地域生活拠点を設定している区域では周辺の

地域と比較して高い人口密度があり、吉田地域、喜入地域における当該区域では、40人/ha

以上（人口集中地区並み）の人口密度を有していることから、地域生活拠点を含む特定用途制

限地域も居住誘導区域の基本区域とします。 

※１ 国勢調査の調査区と特定用途制限地域の区域は同一ではない 

用途地域

特定用途制限地域

都市計画区域

▲喜入都市計画区域 特定用途制限地域の人口密度 

資料）都市計画基礎調査 

▲吉田都市計画区域 特定用途制限地域の人口密度 

資料）都市計画基礎調査 

▲松元都市計画区域 特定用途制限地域の人口密度 

資料）都市計画基礎調査 

地域生活拠点

地域生活拠点
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①-3 土地利用ガイドプランの集落核の人口等

土地利用ガイドプランでは集落核の抽出方法として、住居の連担状況で設定しており、いず

れの集落拠点も200棟以上の連担がみられ、一定の人口集積が確認できるため、居住誘導区

域の基本区域とします。 

都市計画区域外

▲集落核の選定 

（郡山都市計画区域） 

▲集落核の選定 

（松元都市計画区域） 

▲集落核の選定 

（喜入都市計画区域） 

▲集落核の選定 

（吉田都市計画区域） 

資料）鹿児島市資料 
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②生活利便性が確保される（医療、福祉、商業等の都市機能が集積する）区域 

生活利便性が確保される区域を公共交通沿線(駅、バス停から500m圏域)とし、鹿児島都市

計画区域と状況が異なるため、路線水準の設定をしないこととします。この状況では、用途地域、

特定用途制限地域、集落核は、公共交通（鉄道・バス）がほぼカバーします。 

▲駅・バス停の 500m 圏域（郡山都市計画区域、吉田都市計画区域） 

▲駅・バス停の 500m 圏域（松元都市計画区域） 

地域生活拠点を含む 

特定用途制限地域

地域生活拠点を含む 

特定用途制限地域
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【居住誘導区域の基本区域】 

①将来的に人口密度を維持していく区域 

⇒用途地域、特定用途制限地域及び土地利用ガイドプランの集落核を基に設定

②生活利便性が確保される（医療、福祉、商業等の都市機能が集積する）区域 

⇒公共交通沿線（駅、バス停から500m圏域）と設定 

地域生活拠点を含む

特定用途制限地域 

▲郡山都市計画区域、吉田都市計画区域 

集落核 

用途地域 用途地域 

▲松元都市計画区域 

集落核 

用途地域 

集落核 

▲喜入都市計画区域 

地域生活拠点を含む

特定用途制限地域 

集落核 

集落核 

都市計画区域 
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（３）居住誘導区域から除外する区域

  居住誘導区域の設定方針に基づく居住に不相応な区域（法令にそぐわない、災害の危険性が

高いエリア等）は、「3.2 鹿児島都市計画区域の設定（2）居住誘導区域から除外する区域」で

設定した居住誘導区域から除外する区域と同様とし、下図のとおりとなります。 

農用地（農振法） 

保安林（森林法） 

急傾斜地崩壊危険区域 

▲郡山都市計画区域、吉田都市計画区域 

農用地（農振法） 

急傾斜地崩壊危険区域 

保安林（森林法） 

▲松元都市計画区域 

農用地（農振法） 

急傾斜地崩壊危険区域 

保安林（森林法） 

臨港地区 

▲喜入都市計画区域 

都市計画区域 

用途地域 

特定用途制限地域 

除外区域 

急傾斜地崩壊危険区域 

保安林 

農用地 

臨港地区 

69



（４）居住誘導区域の設定

  これまで整理した結果等を踏まえ、吉田都市計画区域、松元都市計画区域、郡山都市計画区

域、喜入都市計画区域における居住誘導区域は下図のとおりとなります。 

▲喜入都市計画区域 

居住誘導区域 

特定用途制限地域 

集落核 

都市計画区域 

喜入支所

▲松元都市計画区域 

松元支所

居住誘導区域 

用途地域 

集落核 

都市計画区域 

▲郡山都市計画区域、吉田都市計画区域 

居住誘導区域 

用途地域 

特定用途制限地域 

集落核 

都市計画区域 

郡山支所

吉田支所

70





4.1 都市機能誘導区域の設定方針

鹿児島都市

計画区域 

一定の密度が保たれている市街化区域内は、土地利用ガイドプランの中心市街地や副都心、
地域生活拠点、団地核を基本として、人口の将来推計や現在の都市機能集積状況、公共交
通の状況等を含めて設定 

吉田都市 

計画区域 

人口密度が高い用途地域等を中心に、土地利用ガイドプランの地域生活拠点、団地核を基
本として、人口の将来推計や現在の都市機能集積状況、公共交通の状況等を含めて設定 

松元都市 

計画区域 

比較的人口密度の高い用途地域内や鉄道駅周辺を中心に、土地利用ガイドプランの地域生
活拠点、集落核を基本として、人口の将来推計や現在の都市機能集積状況、公共交通の状
況等を含めて設定 

郡山都市 

計画区域 

土地区画整理事業区域内の用途地域を中心に、土地利用ガイドプランの地域生活拠点、集
落核を基本として、人口の将来推計や現在の都市機能集積状況、公共交通の状況等を含め
て設定 

喜入都市 

計画区域 

鉄道駅周辺を中心に、土地利用ガイドプランの地域生活拠点、集落核を基本として、人口
の将来推計や現在の都市機能集積状況、公共交通の状況等を含めて設定 

４．都市機能誘導区域 

▲土地利用ガイドプランの拠点と施設集積の状況 

※円は土地利用ガイドプランの拠点を示す 

        中心市街地 

        副都心 

        地域生活拠点 

        団地核 

        集落核 

施設が立地していれば

着色されており、施設の
集積が高い地区ほど、着
色が濃くなる。 
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4.2 都市機能誘導区域の設定 

施設の立地状況等を踏まえ都市機能誘導区域は以下のとおりとします。 

①居住誘導区域内にある土地利用ガイドプランの拠点（中心市街地、副都心、地域生活拠点、 

団地核、集落核）とする。 

②中心市街地、副都心、地域生活拠点、団地核は、土地利用ガイドプランで設定したゾーニン 

グを基本として区域を設定する。 

③集落核は、集落核区域内の幹線道路沿道（道路境界から50ｍ）とする。 

▲都市機能誘導区域と土地利用ガイドプランの拠点 
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5.1 誘導施設の設定方針 

▼都市機能誘導区域内の誘導施設の立地状況 

５．誘導施設 

◆現状立地が無い施設（誘導する施設） 

●現状立地している施設（維持する施設） 

※１ iタウンページの「スーパーマーケット」※２は含めない 

※２ 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満の大規模小売店 

①人口減少・超高齢社会においても都市機能誘導区域においては、日常生活を営む上で必

要な施設が徒歩圏（概ね半径 500m 圏域内）に確保されることとしていることから商

業機能、医療機能、金融機能を設定します。 

②中心市街地や副都心においては商業・サービス機能の集積によりにぎわいのあふれるま

ちとするため、大規模な商業施設を設定します。 

③集落核においては、集落機能の維持を図るため、最低限必要な商業施設を設定します。 
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5.2 誘導施設の設定 

■誘導施設の設定の考え方 

① 都市機能誘導区域内に誘導すべき施設が立地していない場合は、これを誘導する 

ため誘導施設として設定 

② 都市機能誘導区域内に誘導すべき施設が既に立地している場合は、これを維持する 

ため誘導施設として設定 

誘導施設の設定方針および設定の考え方を踏まえ、以下のとおり誘導施設を設定します。 

□全区域共通（集落核を除く） 

・商業施設（※1店舗面積 1,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満） 
(ただし、用途地域の用途の制限に従うこととする) 

・診療所、歯科診療所（医療法に基づく）

・銀行等（銀行法に基づく銀行、協同組織金融機関の優先出資に関する法律に定義される共同組織 

金融機関及びこれらの※２代理業を営むもの、株式会社商工組合中央金庫法に基づく株式 

会社商工組合中央金庫） 

□中心市街地(広域商業高度集積ゾーン)、副都心(広域商業集積ゾーン) 

・上記、全区域共通の誘導施設 

・商業施設（※1店舗面積 10,000 ㎡以上） 

(ただし、特別用途地区や地区計画で用途の制限のある地域はこれに従うこととする) 

□集落核 

・物品販売業を営む店舗（※1店舗面積 150 ㎡以上） 

・診療所、歯科診療所（医療法に基づく）

・銀行等（銀行法に基づく銀行、協同組織金融機関の優先出資に関する法律に定義される共同組織 

金融機関及びこれらの※２代理業を営むもの、株式会社商工組合中央金庫法に基づく株式 

会社商工組合中央金庫）

※１ 「店舗面積」 

大規模小売店舗立地法に規定する小売業（飲食店業を除くものとし、物品加工修理業を含む）を 

行うための店舗の用に供される床面積 

※２ 「代理業を営むもの」 

金融庁の公開している「銀行代理業者許可一覧」、「郵便局銀行代理業者許可一覧」、「信用金庫代理業者

許可一覧」、「労働金庫代理業者許可一覧」及び「信用組合代理業者許可一覧」に掲載されている又は掲載

が見込まれるもの。 
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（１）居住誘導区域 

都市再生特別措置法第88条に基づき、居住誘導区域外における住宅開発等の動きを把握する

ため、居住誘導区域外の区域で、以下の行為を行おうとする場合には、行為に着手する30日前

までに市長への届出を行う必要があります。 

（２）都市機能誘導区域 

都市再生特別措置法第 108 条に基づき、都市機能誘導区域外における誘導施設の整備の動き

を把握するため、都市機能誘導区域外の区域で、誘導施設を対象に以下の行為を行おうとする場

合には、行為に着手する30日前までに市長への届出を行う必要があります。 

６．届出制度 

▲居住誘導区域外で届出が必要な行為 

▲都市機能誘導区域外で届出が必要な行為 

誘導施設を有する建築物の建築目的 

の開発行為を行おうとする場合 

【開発行為】

①誘導施設を有する建築物を新築 

しようとする場合 

②建築物を改築し、誘導施設を有 

する建築物とする場合 

③建築物の用途を変更し、誘導施設

を有する建築物とする場合 

【開発行為以外】

①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

②１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為 

で、その規模が1,000㎡以上のもの 

【開発行為】

①３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

②建築物を改築し、又は建築物の用途を変更 

して 3戸以上の住宅とする場合 

【建築等行為】

届

届

不要

②の例示 
1,300 ㎡ 
1 戸の開発行為

800 ㎡ 
2 戸の開発行為

①の例示 
3 戸の建築行為

1戸の建築行為

届

不要

①の例示 
3 戸の開発行為

76





（１）目標値の設定について 

都市計画運用指針や立地適正化計画策定の手引きによると、計画の必要性や妥当性を市民

等の関係者に客観的かつ定量的に提示する観点から、立地適正化計画の策定に当たり、問題

解決のための施策・誘導方針に期待される効果について、目標値を設定することが重要であ

り、目標値としては、例えば居住誘導区域内の人口密度等が考えられるとされています。 

本計画においては、これを踏まえ、将来の人口推計を参考として維持すべき人口密度を設

定することとします。 

① 将来人口 

将来人口については、本計画の目標年次を2040（平成52）年とすることから、人口ビ

ジョンによる将来人口を参考として、2040（平成 52）年における維持すべき人口密度を

算定します。 

2040（平成52）年時における鹿児島市の将来人口 ： 56.2 万人 

② 地域別の将来人口 

各都市計画区域における将来人口については、2040（平成52）年時における鹿児島市

の将来人口を基に、都市計画区域ごとの年齢階層別人口を用いてコーホート要因法により

推計を行います。 

以下に都市計画区域ごとに推計した現在人口（平成 22 年国勢調査）と平成 52 年将来

人口（※1社人研・人口ビジョン）、居住誘導区域の人口密度を示します。 

H22 国調人口 
（H25 基礎調査)

 (人) 

⇒

①H52 将来人口 
(社人研)
 (人) 

②H52 将来人口 
(人口ビジョン)
 (人) 

鹿児島市域全体 605,846  519,563  562,000  

鹿児島都市計画区域 556,597  481,869  520,680  

吉田都市計画区域 7,430  6,722  7,358  

喜入都市計画域 11,926  8,962  9,832  

松元都市計画区域 14,124  12,671  13,863  

郡山都市計画区域 6,651  5,253  5,739  

都市計画区域外 9,118  4,086  4,528  

７．目標値の設定 

▼地域別の将来人口 

※1 「社人研」 国立社会保障・人口問題研究所 
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③都市計画区域ごとの将来人口と人口密度 

④維持すべき人口密度の設定 

各都市計画区域において設定した居住誘導区域の人口密度は、社人研の推計を基に算定する

と、2040（平成 52）年は一部の区域を除き減少することとなりますが、本市では、人口ビ

ジョンを踏まえ、2015（平成27）年12月に「鹿児島市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（以下、「総合戦略」という。）を策定しており、この総合戦略を推進することにより、人口減

少を抑え、一定の人口密度を維持することとしております。 

このことから、本計画においては、目標年次である2040（平成52）年の人口ビジョンに

よる将来人口を参考に算定した各都市計画区域の居住誘導区域の人口密度を目標値として設

定します。 

目 標 
指 標 

都市計画 
区域

居住誘導区域の人口密度

現在値 

(H22国勢調査 
ベース)

社人研

H52推計
目標値 

目標値(参考値) 

人口ビジョン 
H52推計

鹿児島 

都市計画区域 
73.5 人／ha （ 65.4 人／ha ） 70.5 人／ha以上 70.5 人／ha 

吉田 

都市計画区域 
27.3 人／ha （ 25.5 人／ha ） 27.9 人／ha以上 27.9 人／ha 

喜入 

都市計画区域 
16.4 人／ha （ 12.7 人／ha ） 13.9 人／ha以上 13.9 人／ha 

松元 

都市計画区域 
20.7 人／ha （ 21.5 人／ha ） 23.5 人／ha以上 23.5 人／ha 

郡山 

都市計画区域 
11.4 人／ha （ 12.0 人／ha ） 13.0 人／ha以上 13.0 人／ha 

人口 区域面積 人口密度 人口 人口増減 区域面積 人口密度 人口 人口増減 区域面積 人口密度

(人) (ha) (人/ha) (人) (人) (ha) (人/ha) (人) (人) (ha) (人/ha)

鹿児島市域全体 605,846 54,755 11.1 519,563 -86,283 85.8% 54,755 9.5 562,000 -43,846 92.8% 54,755 10.3

鹿児島都市計画区域 556,597 29,018 19.2 481,869 -74,728 86.6% 29,018 16.6 520,680 -35,917 93.5% 29,018 17.9

市街化区域 513,390 8,405 61.1 455,054 -58,336 88.6% 8,405 54.1 491,388 -22,002 95.7% 8,405 58.5

居住誘導区域 502,800 6,839 73.5 446,982 -55,818 88.9% 6,839 65.4 482,066 -20,734 95.9% 6,839 70.5

吉田都市計画区域 7,430 650 11.4 6 ,722 -708 90.5% 650 10.3 7 ,358 -72 99.0% 650 11.3

居住誘導区域 5,725 210 27.3 5 ,340 -385 93.3% 210 25.5 5,843 118 102.1% 210 27.9

喜入都市計画区域 11,926 2,905 4.1 8 ,962 -2,964 75.1% 2,905 3.1 9 ,832 -2,094 82.4% 2,905 3.4

居住誘導区域 6,470 394 16.4 5 ,002 -1,468 77.3% 394 12.7 5,486 -984 84.8% 394 13.9

松元都市計画区域 14,124 3,171 4.5 12,671 -1,453 89.7% 3,171 4.0 13,863 -261 98.2% 3,171 4.4

居住誘導区域 8,045 389 20.7 8 ,352 308 103.8% 389 21.5 9,133 1,089 113.5% 389 23.5

郡山都市計画区域 6,651 2,740 2.4 5 ,253 -1,398 79.0% 2,740 1.9 5 ,739 -912 86.3% 2,740 2.1

居住誘導区域 2,661 234 11.4 2 ,799 137 105.2% 234 12.0 3,033 371 114.0% 234 13.0

H22国調(H25基礎調査)

⇒
こ
の
ま
ま
推
移
す
る
と
・
・
・

①H52推計(社人研)趨勢

⇒
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
で
は
・
・
・

②H52推計(人口ビジョン)趨勢

増減
比率

増減
比率

▼都市計画区域ごとの将来人口と人口密度 

▼維持すべき居住誘導区域の人口密度（目標値） 
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8.1 市が講じる施策 

総合戦略は、人口減少に歯止めをかける取組や人口減少社会に適応する取組等、人口減少問

題の克服等に向けて取り組む施策をまとめた計画として位置付けられております。 

本計画の目標達成に向けては、今後、これらの取組を重点的に実施していく必要があります。 

８．都市機能及び人口密度を維持・確保するための誘導施策 

鹿児島市まち・ひと・しごと創生 総合戦略 

公共交通に関する方向性 

・中心市街地や副都心の持つ都市
機能を誰もが享受することが可
能となるために、利便性・効率
性の高い持続可能な公共交通体
系の構築を図り、拠点間がネッ
トワーク化された市街地の形成
を図る。 

□しごとで活力を「つくる」 
（1）地域産業の競争力強化（業種横断的取組） 

①新事業・新産業創出の支援 

②経営改善の支援 

③人材の確保 

（2）地域産業の競争力強化（分野別取組） 

①商業・サービス業の活性化 

②ものづくり産業の活性化 

③農林水産業の活性化 

（3）若い世代をはじめとする雇用機会の拡大 

①創業、第二創業への支援 

②企業立地の推進 

③若者、女性、高齢者等の活躍促進 

□結婚･出産･子育ての希望を「かなえる」 
（1）若い世代の経済的安定 

①若者の就業支援 

②貧困の世代間連鎖の解消 

（2）結婚の希望の実現 

①次世代を担う若者への意識啓発 

②結婚への支援 

（3）妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

（4）子育て支援の充実 

①子育て支援施設の整備・充実 

②放課後における児童の健全育成 

③子育て世帯への経済的支援 

（5）ワーク・ライフ・バランスの普及促進 

□まちの魅力を「みがく」 
（1）鹿児島オリジナルの魅力向上 

①食の都づくり 

②歴史、自然等を生かした観光の振興 

③花と緑の回遊空間づくり 

④潤いのある都市景観の形成 

（2）まちなかのにぎわい創出 

①集客力・回遊性の向上 

②新たな都市拠点の形成 

積極戦略 

居住や都市機能の誘導に関する方向性 

・利便性の高いまちを維持するために中心市街地や副
都心等に高次都市機能を集積するとともに、地域生
活拠点や団地核、集落核を基本として、生活利便施
設を集約し、一定の人口密度を維持しながら歩いて
暮らせる生活圏の形成を図る。 

・人口の集約や行財政の効率的な運営のためにコンパ
クトかつ安全な市街地の形成に向けた土地利用の促
進を図る。 

□ひと・まちを多彩に「つなぐ」 
（1）人口減少等を見据えた持続可能なまちづくり 

①都市のコンパクト化と交通ネットワークの形成 

②ストックマネジメントの強化 

（2）互いに支え合う温もりのある地域社会の形成 

①地域コミュニティの形成 

②協働によるまちづくり 

（3）移住の促進 

（4）都市間の交流・連携 

①国際交流の推進 

②国内の都市との多様な交流・連携 

適応戦略 

公共交通に関する 

施策・事業の実施 

居住や都市機能の誘導に関する 

施策・事業の実施 
連携 

施 策 
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公共交通に関する施策・事業 

●各交通手段の適切な役割分担と結節機能

の向上 

・【再掲】JR鹿児島駅周辺地区における交

通結節機能の強化

・【再掲】JR谷山駅・慈眼寺駅・坂之上駅

及び市電谷山電停における交通

結節機能の強化 

●市民・交通事業者・行政が一体となった

公共交通の維持・活性化 

●安全・快適な交通施設の整備 

●都市景観・観光資源としての公共交通の

有効活用 

●中心市街地のにぎわい創出と活性化を支援

する交通環境の整備 

等 

居住や都市機能の誘導施策・事業 

●商店街等の活性化に対する支援 

●子育て世帯向けの市営住宅の供給促進 

●生涯活躍のまち（CCRC）構想等の策定 

●鹿児島駅周辺地区における交通結節機能の強化

や魅力ある都市拠点の形成 

●中央町 19・20 番街区や千日町１・４番街区

における市街地再開発事業の推進 

●土地区画整理事業の推進 

●公共施設等の計画的な更新・長寿命化 

●良質な住宅ストックの形成の促進 

●JR 谷山駅・慈眼寺駅・坂之上駅及び市電谷山

電停における交通結節機能の強化や魅力ある都

市空間の形成 

等 

居住や都市機能の誘導施策・事業及び公共交通に関する施策・事業 
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8.2 国の支援措置 

国による以下の支援措置も活用して、誘導施策を実施してまいります。 

①居住誘導区域関連の支援 

②都市機能誘導区域、誘導施設の支援 

③立地適正化計画に係る予算・金融上の支援 

※国土交通省ホームページ「コンパクトシティの形成に関連する支援施策集」より 
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都市計画運用指針では、立地適正化計画を策定した場合、概ね5年ごとに計画に記載された施

策・事業の実施状況について調査、分析及び評価を行い、本計画の進捗状況や妥当性等を精査、検

討することが望ましいとされています。 

これを踏まえ、本市においても、概ね5年ごとに評価・分析を行うとともに、必要に応じて、計

画の見直しを行うこととします。 

評価にあたっては、「７．目標値の設定」で設定した目標値の達成に向けて、今後、具体的に定

める施策や事業の評価・分析を行い、実施状況に応じて、関係部局と連携・調整を図りながら、施

策の見直しや新たな施策の検討を行います。 

また、実施状況については、本計画の推進に関する協議会等を設置して、適宜、点検・評価を行

いながら、実効性のある計画として推進していきます。 

項 目 考え方 

計画（Ｐｌａｎ） ・計画の策定

・計画の定期的見直し（概ね5年ごと）

実施・実行（Ｄｏ） 
・計画の実施

点検・評価（Ｃｈｅｃｋ） ・計画の推進に関する協議会等を設置

・目標値の達成に向けた施策や事業の実施状況の評価・分析

・達成できていない場合は課題や問題点を整理

改善（Ａｃｔｉｏｎ） ・継続的な施策実施

・問題点・課題に応じた新たな施策の検討

９．施策達成状況に関する評価方法 

計画 

（Plan） 

実施・実行 

（Do） 

点検・評価 

（Check） 

改善 

（Action） 

PDCA サイクル 

▲PDCAサイクルの概念図

▼PDCAサイクルの考え方
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